
一般社団法人 日本聴覚障害ソーシャルワーカー協会  

２０２６年度 事業計画 

１．全体方針（2026 年 4 月 1 日〜2027 年 3 月 31 日） 

2026 年度は役員改選により新体制のもとでの協会運営がスタートする年とな

る。財政的な厳しさは続くが、内閣府「被災者援護協力団体」としての立場を

活かし、行政機関との連携強化を図るとともに、能登半島地震の被災聴覚障害

者への支援継続の道筋をつけることを最優先の課題とする。あわせて、定款改

正に伴う顧問・相談役体制の整備や、講師派遣事業の検討など、協会の持続可

能な運営基盤の強化に努める。 

 

２．事業計画 

（１）総務活動 

① 他団体との連携・普及啓発 

・一般財団法人全日本ろうあ連盟 

・特定非営利活動法人全国聴覚障害者情報提供施設協議会 

・公益社団法人日本社会福祉士会 

・公益社団法人日本精神保健福祉士協会 

 

② 石川県行政機関との連携・協議 

能登半島地震被災聴覚障害者への継続的支援に向け、石川県健康福祉部障害

保健福祉課・危機管理室への訪問・協議を進め、委託事業化および災害時協定

締結の実現を目指す。（一社）石川県聴覚障害者協会と連携して、奥能登地域

の関係各所（輪島市・珠洲市・能登町・穴水町）への働きかけも並行して行

う。 

 

③ 石川県聴覚障害者協会からの受託事業 

2026 年度も引き続き（一社）石川県聴覚障害者協会より依頼を受け、能登半

島地震の被災聴覚障害者及び支援者を対象としたメンタルケア相談事業をオン

ライン活用しながら継続して実施する。 
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④ 民間助成財団への申請 

支援継続のための財源確保として、民間助成財団への助成申請を検討・準備

する。 

 

⑤ ホームページ・メーリングリストを活用した情報発信 

・会員メーリングリスト活用、メールニュース発行（年複数回） 

・ホームページへの活動報告・資料掲載 

 

⑥ 2026 年度理事会 年６回程度予定 

 年１回は対面での実施予定、それ以外は経費削減のためオンラインによる理

事会の開催を予定。 

 

（２）研修 

① 研修会（対面・ハイブリッド） 2026 年 12 月 13 日（日）（予定） 

会場：東京聴覚障害者自立支援センター（予定） 

 2026 年 12月 13日（日）に、対面とオンラインを組み合わせたハイブリッド

形式による研修会を開催予定。 

【午前の部】講演 「チーム支援としてのソーシャルワーク（仮題）」 

• 講師：大島隆代先生（文教大学人間科学部） 

• 形式：ハイブリッド開催（東京会場＋オンライン） 

• 対象：会員・非会員ともに聴講可（調整中） 

【午後の部】分科会 

• 対象：対面参加者のみ・会員限定 

• 下記の３テーマに分かれ、グループに分かれてケーススタディを実施す

る。  

テーマ①「就労支援」 

テーマ②「災害支援（アウトリーチ）」 

テーマ③「スクールソーシャルワーク」 

 

②茶話会（オンライン） 年２〜４回程度予定 
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テーマ等の詳細は、新体制の理事会にて決定する。 

「災害ソーシャルワーク」をはじめ、会員からの要望を踏まえた内容を企画

する予定。 

 

（３）講師派遣事業 

聴覚障害ソーシャルワークに関する講師派遣・研修協力の要請に引き続き対

応する。 

 

（４）能登支援継続に向けた取り組み 

石川県委託事業の終了後も、被災聴覚障害者への支援継続の必要性を関係機

関に働きかけ、資金確保・体制整備を進める。内閣府「被災者援護協力団体」

（登録番号：20260011、令和 8年 3 月 13日登録）としての活動を積極的に推

進する 

以 上 


